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北広島市

作成部署 経済部商業労働課整理番号 2902 625

事務区分

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

高村俊昭

事務事業名 観光振興事業

作成日 平成22年5月31日

S54
根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 大道政男 課長職名

〃  終了予定年度

北広島市観光協会

意　　図

観光とイベント

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

ふるさと祭り、ふれあい雪祭りの実施
各種イベントへの参加・特産物の提供
観光パンフレットの作成（購入）配布等

施策） 観光の振興

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　各種イベントの実施から、市内各地区住民の相互交流の場の提供に併せて近隣市町村から
の来訪者の交流の場を提供することにより、地域の活性化、観光資源の紹介や宣伝等、本市
の観光事業の発展を促進するため、当該団体の支援を行う。

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節）

【１ 計　画 （プラン）】

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

北広島市観光協会補助金交付要綱
事務事業開始年度

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

姉妹都市交流30周年記念事業をふるさと祭りで実施するほか、市内を巡るバスツアーを企画
するとともに、札幌広域圏組合や、さっぽろ広域観光圏事業の推進にも努める。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

目
　
　
的

手
　
　
段

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 一般財源 3,630 3,630 4,130 3,930

 その他特財

4,130

0.70

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

6,300 6,300

3,930

 ② 人　数（年間） 0.70 0.70 0.70

 ① 合　計 3,630 3,630

23年度(予定値)

6,300

　総　事　業　費  ①＋④ 9,930 9,930 10,430 10,230

人  件  費
（概算）

 ④ ＝②×③ 6,300

25 25

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値）

8 8

1,000 1,000

80 80

活 動
指 標

会員数 80 72

参加イベント数 8 6

情報提供 25 18

基 本
指 標

観光入込客数 825 889

成 果

指 標

イベント参加者数
人 20,000

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

12,660 20,000 20,000
【指標の定義（算式等）】
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整理番号 2902
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　観光協会が実施する事業は、市民相互や市内各地区
相互、近隣地域との交流を通じ、全市的に幅広く地域
の活性化に寄与していることから公共性が高く補助金
の交付は妥当性があると考える。

3

　観光協会が実施する事業は、多種多様な関係機関や
団体・サークルをはじめ、多くの市民参加により実施
されており、本市の観光事業の振興・発展におおいに
効果を上げていると考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　当市が実施している補助により観光協会が実施して
いる事業は、市内はもとより近隣自治体からの各種イ
ベントへの参加に加え市外事業への参加など観光振興
事業に活用されており、おおいに効果が得られている
と考える。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

－

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

- 現状継続前年度の総合判定 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

拡大重点化 見直し

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

統合

　観光協会と連携し、当市をPRできる新規事業や観光資源の発掘に努
めるとともに、観光協会ＨＰの開設や観光パンレット、観光雑誌情報
掲載等、幅広く観光情報の提供を推進していく。
　また、平成２２年度からの新規事業についても、観光協会と協力し
ながら引き続き実施する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　事務局が市にあるため移管を行うこと。地域の活性化、観光資源の
紹介や宣伝等、本市の観光事業の発展を促進するため、当該団体の助
成を継続する。（実行計画改革項目No22:補助団体の事務局の移管）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了
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整理番号 2902 ＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市観光事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市観光協会　会長　上原康雄 設立年 昭和54年

（22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

　北広島市における観光事業の開発振興を積極的に推進し、地域産業の振興と観光事業の健全な
発展を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

（１）観光資源、施設研究及び開発調整　（２）観光資源の紹介及び体制の強化
（３）観光客の誘致及び受入体制　　　　（４）観光事業関係機関との連携
（５）ふるさとづくりの推進　　　　　　（６）その他目的達成に必要な事業

 構成員(団体)数 法人会員４４、団体会員１２、個人会員１６

■運営費・事業費の双方に充当

事務局の状況
（21年度）

□補助団体にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当

■市役所にある

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3,630

戻入金 545

10,870

繰越金

事業収入 6,238

収　入　合　計 （Ｂ）

会費 252

雑収入 103

3,630

231 298

4,130

1142

102

7,375

610 1,353

11,988 10,162

4,380

10,359

負担金

その他（予備費）

107

33

事務費

0 0 20

9,839

会議費 61 80156

旅費 0 2 80

支　　出

事業費 9,989

通信費 49

54

10,260支　出　合　計 （Ｃ）

33

48 50

38 60

10,636

4134

1,352 0

10,162

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 610

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

35

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 9,989 10,359 9,839

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業費 事業費 事業費

補助・交付金の算出根拠
従来は定額であるが、祭りに対する補助に関しては厳しい経済状況にあって寄付
金額が減少する中、最小限の額として補助。

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 36 35 42
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